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はじめに

　日本の敗戦を起点とすれば、四半世紀後の1970年は、自由陣営第2位のGNP（国

民総生産）を持つ「経済大国」となった日本で大阪万博が開催され、日米安保

条約が自動延長された年である。冷戦後もそれとほぼ同じ期間が経過している。

同時代的な分析とは異なる歴史的な視座から、冷戦後の日本外交を捉え直すこ

とが求められているように思う。

　冷戦後の日本外交を検討した著作で、宮城大蔵は「安全保障」と「地域主義」

を二本柱と捉える見方を提示している(1)。湾岸戦争の衝撃に始まり、限定的な

がら集団的自衛権の行使容認に至った四半世紀の変化は目覚ましく、安全保障

政策に焦点を当てる研究は多い(2)。2000年代後半に相次いで出版された米英の

日本専門家による通史的な研究書がいずれも自衛隊をイメージさせる表紙だっ

たことも象徴的である(3)。地域主義の隆盛も目をみはるものがある。「アジア

と日本」から「アジアの中の日本」とも指摘されるように(4)、冷戦終結前後を

境に、日本外交は地域主義への取り組みを加速させている(5)。安全保障と地域

主義は確かに冷戦後日本外交の柱であった。

　本稿はこの宮城の見方をふまえつつ、前後の時代も視野に入れて、異なる視

角から冷戦後の日本外交を検討することで、国際秩序との関連で日本が果たす

べき役割を考える一助としたい。その手がかりを与えてくれるのが高坂正堯の

提示した国際秩序論である。高坂は次のように国際政治を三つのレベルに整理

している。

　各国家は力の体系であり、利益の体系であり、そして価値の体系である。

したがって、国家間の関係はこの三つのレベルがからみあった複雑な関係

「価値」をめぐる模索
―冷戦後日本外交の新局面―



69国際安全保障　第45巻第4号

である。国家間の平和の問題を困難なものにしているのは、それがこの三

つのレベルの複合物だということなのである(6)。

　以下、本論では、日本外交の重点の変化をこの「力」「利益」「価値」という

三つの体系との関連から検討し、冷戦後の日本外交の重点は「価値」の体系に

あったという議論を提示する。ふり返ってみれば相対的な日本の経済力のピー

クは冷戦終結期であった。最盛期の日本のGDPシェアは世界全体の18％程度

であったが、現在は5％強にまで低下している。それにもかかわらず、国際秩

序との関連で日本が果たすべき役割は拡大を続けており、より総合的なものに

なっている。本稿の検討を通じて、その理由の一端が明らかになるだろう。

１　冷戦期

　第二次世界大戦の敗戦国として戦後を迎えた日本にとって、最優先の外交課

題は戦後処理と主要国へのキャッチアップにあった(7)。歴代政権は戦後処理の

諸懸案に取り組んだ。

　吉田茂にとって最大の課題は講和であり、独立後は「再軍備」であった。国

内で「全面講和」論が叫ばれるなかで、吉田は自由陣営諸国との「多数講和」

を選択し、サンフランシスコ平和条約と日米安保条約を締結した。吉田後の各

政権は、講和で残された課題を一つ一つ処理していく形になった。「反吉田」

を掲げた鳩山一郎は講和の残された課題である日ソ国交回復を果たし、国連加

盟を実現させた。またGATT（関税及び貿易に関する一般協定）加盟も鳩山政

権の成果である。岸信介は、講和時に締結された不平等な日米安保条約を改定

した。国民所得倍増計画の印象が強い池田勇人も、外交面では各国に残る対日

貿易差別撤廃やOECD（経済協力開発機構）加盟を果たすなど、高度経済成長

の国際的条件の整備と日本の国際的地位の向上に取り組んだ(8)。また、吉田政

権末期から断続的に進められたアジア諸国との賠償交渉も池田政権期に概ね決

着した。そして佐藤栄作は、政権発足早々に日韓基本条約を締結し、さらに沖

縄返還を果たした。田中角栄は政権発足直後、電撃的な訪中によって日中国交

正常化を実現した。

　北方領土問題や北朝鮮との国交問題など、現在まで残されている課題はある

ものの、日中国交正常化をもって戦後処理が日本外交の主要課題となる時代は

終わったと言える。多数講和と軽武装という吉田の選択は確かにその後の外交
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路線を決定づけたが、様々な課題を先送りした上で復興に注力したものとも言

える。また、占領期の交渉開始から締結まで約15年を要した日韓基本条約をは

じめとして戦後処理は困難な交渉の連続ではあったが、いずれも国際社会への

復帰を目指したものであった。

　約四半世紀をかけて戦後処理を概ね終えた日本は、敗戦国から経済大国に変

貌を遂げていた。1968年には西ドイツを抜いて自由陣営第2位のGNPを持つに

至り、経済大国となった日本が直面したのは、自らの復興と高度経済成長の前

提になっていた国際経済秩序の動揺である。ニクソン・ショックで端的に示さ

れたように通貨体制は揺らぎ、安価で安定的に供給される石油は第一次石油危

機によって過去のものとなった。日本は、一連の危機に主要国の一員として対

応することを迫られた。

　これらの危機への対応を通じて、アメリカ主導の国際経済秩序は先進国間協

調体制に再編された。その象徴的な舞台となったのが、1975年に始まった主要

国首脳会議（サミット）である。通貨問題を皮切りに、マクロ経済政策の協調

や第二次石油危機時の石油輸入量制限など主要議題を変えつつも年1回の首脳

会合が定着した。この過程で日本が担うようになったのは「国際経済秩序の共

同管理者」とも言うべき役割であった(9)。「利益」の体系に関わる範囲に限定

されているものの、国際秩序の維持に相応の責任と負担分担を引き受けること

が日本外交の課題となった。

　1970年代後半から日本は、日米間を中心とする主要国との貿易摩擦に苦慮し

た。80年代半ばから90年代前半にかけて、米国で様々な「日本異質論」が喧伝

されたように、各国との摩擦の背景には「台頭する経済大国」への漠然とした

不安も存在していた。その経済力を外交資源とするというよりも、日本はその

経済力がもたらす主要国の警戒感や摩擦を和らげることに外交資源を費やすこ

とになったのである。

　もちろんこの約20年間に他の政策課題がないがしろにされていたというわけ

ではない。たとえば「力」の体系に関わるものとして、防衛大綱策定や日米防

衛協力のための指針（ガイドライン）策定など1970年代半ばに防衛政策の体系

化が図られたことは日米同盟深化の端緒となった。だが、田中明彦が「冷戦終

結後のリハーサル」と形容したように(10)、あくまで限定的な取り組みに留まっ

た。

　以上のように、1970年代は国際経済秩序が動揺したことへの対応、そして80

年代は日米間を中心とする主要国との経済摩擦への対応という「利益」の体系
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に関わる問題に日本外交の重点は置かれていた。こうした状況は冷戦終結期に

入ると徐々に変化していくことになる。

２　冷戦終結期

(1) 国際協力構想

　1987年11月に首相に就任した竹下登は、外交目標として「世界に貢献する日

本」を掲げた(11)。「世界に貢献する日本」という外交目標は、衆参同日選を大

勝して自民党総裁任期の延長を勝ち取った中曽根康弘が86年9月12日の所信表

明演説で表明したものであり(12)、前政権の方針を引き継いだ形である。

　「世界に貢献する日本」は、外務省を中心に検討が進められ、1988年4月末に

「国際協力構想」として取りまとめられた。その基本認識は、「日本の国際的地

位の向上に伴い、世界の平和と安全に関し、日本が国力にふさわしい責任を果

たすことへの国際社会の期待が高まっている。しかして、近時米国の能力が経

済的にも政治的にも制約を受けるにつれて、日本に対する負担増大の圧力に拍

車がかかっている。近年日本と諸外国との摩擦は量的に増大している」という

ものである。国際協力構想は、5月初旬からの竹下訪欧の際にロンドンで行う

スピーチ（「日欧新時代の幕開け」）で概要を明らかにし、さらに6月の第3回国

連軍縮特別総会と7月のトロントサミットでフォローアップを行うという段取

りで打ち出されることになった。原則として海外出張を行わないとされていた

外務事務次官が首相訪欧に先立って出張して地ならしを行うなど、外務省を挙

げた取り組みであったことが窺われる(13)。

　国際協力構想は、「平和のための協力強化」、「政府開発援助の拡充」及び「国

際文化交流の強化」を三本柱としている(14)。当時外務事務次官の任にあった

村田良平の回顧によれば、「問題の核心は日本の国際安全保障の分野における

貢献であった」(15)。また情報調査局審議官として議論に加わっていた池田維

は「国際協力のために「金だけでなく人を出す」ということがその核心でした」

と振り返っている(16)。平和のための協力には国連平和維持活動（PKO）に対

する資金と要員派遣での協力も掲げられていた。さらに注目すべきことに、こ

の構想には貿易摩擦への対応や暗礁に乗り上げていたGATTラウンド交渉と

いった経済問題が含まれていない。結果として消費税導入やリクルート事件に

よる支持率低下によって道半ばでの退陣を余儀なくされたものの、発足当初は

本格政権が期待されていた竹下内閣の目玉となる外交方針として、「利益」の
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体系に留まらない課題が示されたことは軽視すべきではないだろう。水面下で

進められたカンボジア和平への取り組みなど(17)、冷戦終結前夜、日本は「経

済大国」に留まらない新たな役割を模索しつつあったのである。

(2) 湾岸戦争

　1989年夏からの東欧革命が号砲となり、冷戦構造は音を立てて崩れていくこ

とになった。同年秋にはベルリンの壁が崩壊し、年末にはマルタ会談で米ソ両

首脳によって冷戦終結が謳われ、翌年秋にはドイツ統一、そして91年末にはソ

連が崩壊した。この冷戦終結の過程で「冷戦の終わりかた」に決定的な影響を

与えたのが湾岸戦争である(18)。湾岸戦争は、日本の冷戦後の外交政策を方向

付ける「原体験」となった(19)。

　発端となったのは、1990年夏からの湾岸危機である。フセイン（Saddam 

Hussein）大統領率いるイラクが突如クウェートに侵攻し、併合を宣言したこ

とで始まる危機は、アメリカを中心とする多国籍軍の介入という湾岸戦争に繋

がった。米ソ両超大国の対立構造が揺らぐなかで行われたイラクのクウェート

侵攻に国際社会がいかに対応するかは、冷戦後の国際秩序の行方を左右するも

のであった。

　湾岸危機・湾岸戦争を通じた日本の貢献は決して小さなものではなかった。

日本が負担した戦費100億ドルはサウジアラビアとクウェートに次ぐものであ

り、さらに紛争周辺国へ20億ドル供与を含めて日本の拠出額は130億ドルを超

えた。また、米軍の湾岸地域への展開にあたって在日米軍基地は後方支援の拠

点として重要な役割を果たした。湾岸危機に際して、日本は国連安保理決議の

採択を待たずに独自の経済制裁措置を採るなど、初動は素早かった(20)。だが、

湾岸戦争は「外交敗戦」として記憶されることになった(21)。日米間のギャッ

プは危機発生当初から大きかったし(22)、自衛隊派遣に関する国連平和協力法

案は廃案となり、日本の人的貢献は戦闘終了後の掃海艇部隊派遣に留まったか

らである(23)。

(3) 「普通の国」論

　湾岸戦争時に小沢一郎は自民党幹事長を務めていた。湾岸危機勃発直後、ア

マコスト（Michael Armacost）駐日米国大使が外務省幹部と並んで直ちに連絡

を取ったことからも分かるように(24)、小沢は外交問題にも深く関係していた。

湾岸危機に際して自衛隊派遣を強く主張し、さらに幹事長退任後には、自民党
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の「国際社会における日本の役割に関する特別調査会」の会長を務めるなど精

力的に動いていた。

　その小沢が1993年5月に刊行したのが『日本改造計画』である(25)。この本で

は日本の目指すべき姿として「普通の国」が打ち出された。同書で提示された

政策は、選挙制度改革や政策決定過程の刷新、経済政策、そして外交や安全保

障まで多岐に渡る。

　『日本改造計画』は、小沢に近い官僚や研究者が協力する形で執筆された。

外交及び安全保障に関する部分を担当したのは北岡伸一立教大学教授であっ

た(26)。外務官僚としては、加藤良三や宮川眞喜雄らが関与した(27)。ここでも

地球環境問題への取り組みなど様々な課題が指摘されているが、特に注目され

たのは国連待機軍創設を伴う集団安全保障枠組みへの参画といった軍事面での

貢献策である。次節で触れるPKO参画は自衛隊を中心とするものであり、小沢

の構想とはずれがある。国連との関係をいかに位置付けるかは冷戦後日本外交

を考える際の隠れた論点であった。

　日本の政治家によって打ち出された例外的に体系的な国家戦略として「普通

の国」論はとりわけ外国で注目を集めることになった(28)。

３　1990年代

(1) 国際安全保障への参画

　前述のように、「国際安全保障の分野における貢献」は国際協力構想の核心

にも置かれていたが、湾岸戦争の「トラウマ」もあり、冷戦後における日本外

交の主要課題に位置付けられることになった。出発点となったのは、カンボジ

ア和平後のPKO参画である。外務事務次官をこの時期に務めていた小和田恆は、

「日本のおかれている国際情勢や、日本の国力が充実したことを前提に考えれ

ば、国際社会の安定と平和に貢献することは日本にとって当然の責務です。そ

のための選択肢の1つがPKOということになります」と振り返る(29)。カンボジ

ア和平は、「第二次世界大戦後、日本が国際紛争の収拾に本格的に参画した最

初のケース」であった(30)。また国連カンボジア暫定統治機構（UNTAC）の事

務総長特別代表に日本人の明石康が就任したこともあり、日本がPKOに初めて

参加する恰好の舞台となった。社会党が牛歩戦術に出るなど採決の混乱はあっ

たものの、自民・民社・公明の三党の賛成によって1992年6月に国際平和協力

法が成立し、同年9月から約1年間にわたって自衛隊及び文民警察官がカンボジ
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アPKOに派遣された(31)。

　この課題を首相として担うことになったのは宮澤喜一である。護憲派として

知られる宮澤だが、日米同盟を重視し、日本近海での集団的自衛権行使にも理

解を示すなど、その憲法観は独特であった。重視されるのは「海外で武力行使

をしない」ことであり、国際安全保障への参画は護憲という信条と矛盾するも

のではなかった(32)。1993年5月の高田晴行警部補殺害事件に際しても、河野洋

平外相をはじめとして閣僚にも動揺が広がるなかで、宮澤はPKO派遣の継続を

即断し覚悟を示した(33)。

　その後、PKOは日本の国際安全保障参画の柱の1つとして定着した(34)。難民

救援や国際緊急援助隊なども含め、自衛隊の海外での活動は広がっている。「付

随的な業務」とされてきた海外任務は、2007年1月の防衛庁の省昇格に際して

本来任務に位置付けられることになった。

　カンボジアPKO派遣終了と前後して開始されたのが、1996年4月の日米安保

共同宣言に結実し、周辺事態法制定に繋がった「日米安保再定義」である。折

からの経済摩擦もあって日米同盟は「漂流」と言われるような状況にあった(35)。

安保再定義の背景に、冷戦後も引き続き米国のコミットメントを確保したいと

いう思惑に加えて、第一次朝鮮半島核危機が存在したことは間違いないが、こ

こでは再定義に際して「共通の価値」が掲げられたことに注目したい(36)。冷

戦下で締結された日米安全保障条約に基づく同盟関係は、共通の利益だけでな

く「自由の維持、民主主義の追求、及び人権の尊重」といった共通の価値にコ

ミットする形に再定義されたのである。

(2) ODAの刷新

　国際安全保障への参画と並行して進められたのがODA（政府開発援助）の

刷新である。日本のODAは東南アジア諸国への賠償を源流とする。賠償が完

了した国から順次経済協力に切り替えられていった他、韓国は当初から賠償で

はなく経済協力という形であり、中国に対しては国交正常化後一定の期間を置

いて円借款が始まった。地域的にもアジア諸国に偏りがあった。新冷戦期に実

施された紛争周辺国への「戦略援助」など(37)、援助の形は多面的になっていっ

たものの、基本的に日本の援助は個々のプロジェクトを積み重ねていく方式で

あった。

　冷戦期における日本の援助のもう一つの特徴は、人権や民主主義といった普

遍的な価値が重視されていなかったことである。大規模な虐殺を伴った9.30事
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件後のインドネシアの開発体制を支え続けたことや(38)、光州事件を引き起こ

した韓国の全斗煥政権に対して大規模な経済援助を供与したことなどが象徴的

な例である(39)。

　画期となったのは、天安門事件への対応であった。1989年6月に天安門事件

が発生すると、当初は制裁措置に慎重な姿勢を示しつつも、その後は欧米諸国

と軌を一にして対中円借款の凍結を決めたのである(40)。

　1992年6月には、「政府開発援助について、内外の理解を深める事によって幅

広い支持を得るとともに、援助を一層効果的・効率的に実施する」ことを目的に、

人道的見地への配慮、国際社会の相互依存関係の認識、環境の保全を理念とし

て掲げ、「開発途上国の離陸へ向けての自助努力を支援すること」を日本の援

助の基本と位置付けるODA大綱が策定された。また、翌93年10月には、第1回

のTICAD（アフリカ開発会議）が開催された。2016回までに6回の首脳会合が

開催されるなど、TICADは日本の対アフリカ外交の柱となっている。

　冷戦期の日本の取り組みを「開発」それ自体に価値を見出すものと評価する

ことはもちろん可能だが(41)、いずれにせよ冷戦後にODAは価値の面でも地域

の面でもより普遍的なものを目指す方向に刷新されたのである。

(3) 歴史認識問題

　歴史認識問題は、共にアメリカの同盟国である隣国の韓国との国交樹立交渉

に約15年の歳月を費やすことになったことからも分かるように、元植民地帝国

かつ敗戦国の日本にとって、とりわけ難しい問題の一つである。冷戦後の日本

外交にとって歴史認識問題は避けて通ることができない困難な課題となった。

　端緒となったのは、高校の歴史教科書の検定に際して、文部省がアジア諸国

への「侵略」を「進出」に書き換えさせたと報道されたことをきっかけとする

1982年の教科書問題である。この問題は86年にも再燃した。また85年には、中

曽根康弘首相の靖国神社公式参拝をめぐって日中関係は動揺を見せた。とはい

え、後から振り返ってみれば、80年代の歴史認識問題は散発的なものに留まり、

近隣諸国との二国間関係を規定するようなものではなかった。

　歴史認識問題が拡大したのは、1990年代に入って「慰安婦」問題が本格的に

浮上したことによる。日韓基本条約は、請求権について「完全かつ最終的に解

決されたこと」を確認しているが、韓国の民主化は軍事政権下で締結された同

条約を含めて過去を問い直すことに繋がり、紆余曲折はあったものの韓国政府

も日本に対して「賠償」を求める方針を打ち出すことになった。請求権に「例
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外」を認めることは、その拡大に繋がりかねないものであり、日本政府として

は受け入れ難いが、宮澤喜一、非自民連立政権の細川護熙、自民・社会・さき

がけ連立政権の村山富市とリベラル色の強い首相が続くなかで、「慰安婦」問

題をはじめとする歴史認識問題への取り組みが進められていった(42)。

　1995年夏、7月にはアジア女性基金が発足し、8月には植民地支配と侵略を認

め、「痛切な反省」と「心からのお詫び」を表明する村山談話が発表された。

木村幹が指摘するように、村山政権の取り組みは、「日韓両国の歴史認識の違

いを積極的に明らかにし、その重要性を印象付けるという、歴史認識問題が紛

争化する二つの条件を、自ら満たすことに他ならなかった」(43)。とはいえ、「慰

安婦問題」は東南アジア諸国やオランダとの間にも存在し、イギリスとの間で

は戦争捕虜問題、アメリカとの間でもスミソニアン博物館での原爆投下機「エ

ノラ・ゲイ」展示をめぐる問題など、歴史認識問題が広がりを見せていたとい

う事情も考慮すれば、戦後50年の節目に日本政府の認識について閣議決定を経

た総理大臣談話という形で発表したことに一定の意義は認められよう。またア

ジア女性基金の取り組みを経て、韓国以外の国との間では「慰安婦」問題はほ

ぼ解決することになった。

　歴史研究を通じて探求される「歴史の真実」と、その時々の政治情勢にも影

響を受ける「政治の正義」にはずれがあるものだし(44)、本来、異なる国家の

歴史認識が完全に一致することはあり得ないのだが、日韓間を中心に歴史認識

問題はくすぶり続けることになった。

４　2000年代

(1) 「対テロ戦争」への協力

　2001年9月11日、米国で同時多発テロが発生した。米国の繁栄を象徴する世

界貿易センターのツインタワーや国防総省に旅客機が次々と衝突する映像は衝

撃を与えた。この日を境に、米国主導の「対テロ戦争」への取り組みが始まる

ことになった。

　小泉純一郎首相の記者会見がテロ発生から12時間以上経過した後になるな

ど、初動こそ遅れたものの、その後の対応は迅速であった。古川貞二郎官房副

長官を中心に各省幹部が集まり、さらに異例なことに法制局次長を当初から加

える形で、新法制定に向けた検討が進められた。9月19日までに政府内の基本

的な考え方は固められ、10月5日にはテロ対策特措法案提出、同29日に法案が
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成立した(45)。自衛隊派遣の国会事前承認が審議の焦点となり、最終的に野党

第一党の民主党は反対に回ったが、この段階で与野党は「対テロ戦争」への協

力の必要性では一致していた。テロ対策特措法に基づいて11月25日、海上自衛

隊の艦船がインド洋に向けて派遣された。

　日本政府が難しい対応を迫られたのは、2003年3月に始まるイラク戦争であ

る。9.11テロを引き起こしたアル＝カーイダとイラクのフセイン政権との関係

は明確ではなかったし、大量破壊兵器開発問題についても査察継続を退けて開

戦に踏み切るだけの説得力を持っていたとは言い難かったが、小泉首相は開戦

直前に武力行使への支持を明言した。背景には核開発疑惑に揺れる北朝鮮問題

への考慮が存在した。他方で、開戦前の支持表明に至るまでに小泉が国連を舞

台とした「国際協調」を重視するように水面下で説得を続けていたことが注目

される(46)。同年7月にはイラク特措法が成立し、人道復興支援に自衛隊を派遣

することが可能となった。

　自衛隊のイラク派遣にあたっては多国籍軍への参加の是非に議論は集中した

が、日本が担ったのはあくまで施設部隊を中心とする人道復興支援であった。

また、アフガニスタンに関しても復興支援国際会議（2002年1月）を東京で開

催するなど、復興支援に力が入れられた。2003年7月にはODA大綱が改訂され、

「平和構築」と「人間の安全保障」への取り組みが盛り込まれた(47)。「対テロ戦争」

への協力は、1990年代初頭に始まった国際安全保障参画の一環と言えよう(48)。

その他にも、2009年3月にはソマリア沖・アデン湾における海賊行為対処のた

めの海上警備行動が発令され、自衛隊の統合部隊が継続的に派遣されるなど、

国際安全保障に関する取り組みは拡大している。

(2) 国連安保理改革

 「対テロ戦争」への協力や国際安全保障への参画を進める一方で、同時期に

外務省が前のめりに取り組んだのが小泉政権下で進められた安全保障理事会常

任理事国入りに向けた国連安保理改革である。

　1956年に国連加盟を果たすと、日本は翌57年刊行の『わが外交の近況』（外

交青書）第1号で、「外交活動の三原則」の一つに「国際連合中心」を掲げ、さ

らに58年のレバノン危機に際して非常任理事国として安保理でアジア・アフリ

カ諸国と欧米諸国の仲介者的役割を果たすなど、積極的な国連外交を展開し

た(49)。とはいえ、このような積極的な取り組みは長続きしなかったし、安保

理常任理事国入りを目指す動きも基本的には外務省の一部に留まっていた(50)。
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　こうした状況を変えたのが湾岸戦争であり、国際社会における国連への期

待の高まりであった。冷戦後の国連の役割を模索するガリ（Boutros Boutros-

Ghali）事務総長に呼応する形で、1993年7月、日本は安保理常任理事国入りを

目指す意向を正式に表明した。同年10月のTICAD初開催にも大票田であるア

フリカ対策という側面があったという(51)。アメリカとの対立を厭わないガリ

事務総長が1期5年での退任を余儀なくされこともあり、安保理改革をめぐる動

きが本格化することはなかったが、PKOへの参加とも相まって日本でも国連外

交への注目は高まった(52)。

　日本は2004年から2005年にかけて、本格的に安保理改革を目指すことになっ

た。きっかけとなったのは、アナン（Kofi Annan）事務総長による2003年9月

の総会演説である。そして、同年11月にはイラク戦争によって分断され、傷つ

いた国連を立て直すためにハイレベルパネルが設置され、日本の緒方貞子元国

連難民高等弁務官らが参加することになった。2005年の国連創設60年を見据え

た取り組みであった。ハイレベルパネルで有力となっていたのは準常任理事国

創設（再選可能で任期4年）だったが、日本が採ったのはドイツ、インド、ブ

ラジルと組んで常任理事国入りを目指す道であった。2004年9月の国連総会が

その舞台となり、小泉純一郎首相が音頭を取る形で「G4」が結成され、安保

理改革に向けた取り組みが本格化した。G4は新たな常任理事国の構成や拒否

権の問題等を詰めつつ翌2005年6月に決議案をまとめるまでに至った。だが、

この決議案は結局採決に付される前に取り下げられる形となり、安保理改革は

挫折した。

　大島賢三国連大使は「対米国、対中国、対アフリカ対策を中心に戦略を立て直

して新しい取り組みをする必要」を安保理改革挫折の教訓として挙げている(53)。

日本の常任理事国入りは支持するものの大規模な改革には反対であるという姿

勢をアメリカは徐々に示すようになり、中国はG4案がまとまる頃から急速に

対日姿勢を硬化させ、国連のみならず全世界で反対の論陣を張った。そしてア

フリカは土壇場でひっくり返った。国連次席大使として安保理改革に取り組ん

だ北岡伸一は、これらに加えて小泉首相という個人要因を指摘する。小泉は、

中国を刺激することが目に見えている靖国神社参拝を優先し、さらに個人的に

親しいブッシュ（George Bush）米大統領を説得するといった努力をしなかった。

首相就任前の小泉は安保理常任理事国入り反対の急先鋒として知られていた。

外務省主導で進められた2004年からのキャンペーンに反対こそしなかったもの

の、結局のところ小泉は「安保理改革に熱心ではなかった」(54)。
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(3) 「自由と繁栄の孤」

　2006年11月30日、第一次安倍晋三政権発足の約2 ヵ月後、麻生太郎外相が日

本国際問題研究所主催のセミナーで講演を行った。

　日本外交の基本として日米同盟の強化と近隣諸国との関係強化を掲げた上

で、この講演で新機軸として打ち出されたのが「自由と繁栄の孤」である。自

由、民主主義、基本的人権、法の支配、市場経済といった「普遍的価値」を重

視しつつ、北欧諸国からバルト諸国、中・東欧、中央アジア・コーカサス、中

東、インド、さらに東南アジアを通って北東アジアにつながる地域に「自由と

繁栄の弧」を形成するという野心的な外交構想であった(55)。この構想を事務

方として推進したのは、外務省の谷内正太郎事務次官、谷口智彦外務副報道官、

そして兼原信克総合外交政策局総務課長である(56)。この三人は安倍外交のキー

パーソンであり、第二次安倍政権では、谷内が内閣官房参与を経て国家安全保

障局長を、谷口が内閣審議官（後に内閣官房参与）、兼原が内閣官房副長官補

（外政担当）を務めている。「自由と繁栄の弧」が麻生外相の名前と共に喧伝さ

れたこともあって、安倍が公式に用いたことは第一次政権時のインド外遊の際

に触れた一度だけだが、基本的な考え方は共有されている(57)。第二次安倍政

権で打ち出された「地球儀を俯瞰する外交」や「自由で開かれたインド太平洋

戦略」の原型となる外交構想と言えよう。

　「自由と繁栄の弧」がブッシュ（George Bush）米大統領が言うところの「不

安定の弧」と重なることや、中国とロシアが除かれていることが批判を浴びた

が、ここでは以下の二つの点に注目したい。一つは、「自由と繁栄の弧」を作

ることと並んで「価値の外交」が掲げられたことである。「普遍的価値」を重

視する姿勢は、冷戦後日本外交の積み重ねの延長線上に位置付けられる。民間

から外務副報道官に就いた谷口は、「日本の外交はバリュー・ドリブン、つまり、

価値によってより多く動かされるようになってきた」ことに驚いたという(58)。

もう一つは、地理的に外交地平の拡大を目指す構想ということである。新機軸

を打ち出す際に前提とされた日本外交の基本は、日米同盟の強化と近隣諸国と

の関係強化であった。この前提を押さえつつ、地理的に日本の外交地平を拡大

するという路線は、1990年代後半に橋本龍太郎が掲げた「ユーラシア外交」や

アフリカを重視した森喜朗政権の外交の流れも汲んでいる。「自由と繁栄の弧」

は第二次安倍政権における外交の源流であると同時に、冷戦後日本外交の模索

に連なるものでもあった。
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おわりに

　冷戦期の日本は、戦後処理に一定の目途が立つと「利益」の体系に関わる課

題に経済大国として取り組み、冷戦後の約20年間は、「価値」の体系に関する様々

な施策に取り組んできた。「利益」の体系に関わる問題が重要でなくなったわ

けではない。日米貿易摩擦は1990年代半ばまで一貫して日米首脳会談の最重要

項目であり続けたし、アジア金融危機やリーマン・ショックへの対応、21世紀

に入ってからの経済連携協定（EPA）への取り組みなどはもちろん「利益」の

体系に関わる重要な問題である。だが、新たに浮上した政策課題として、政治

資源がより割かれたのは「価値」の体系をめぐる模索にあったと言えよう。

　湾岸戦争の衝撃に始まる冷戦後日本外交の柱の1つが安全保障であったこと

は確かである。だが、その中心は国連を中心とした多国間枠組みを通じた国際

安全保障への参画であり、「力」の体系というよりも「価値」の体系に関する

政策課題であった。日米安保再定義に際しても「価値」の共有が強調されてい

るし、有事法制の成立は積み残されてきた防衛基盤の整備と言える。数次にわ

たる改定が行われた防衛大綱でも2010年までは冷戦期以来の「基盤的防衛力」

という考えが維持されてきた(59)。また、紙幅の関係から本論では十分に検討

できなかった、地域主義への取り組みは、協調的安全保障の側面や経済的交流

を通じた周辺環境の安定といった観点から、温暖化対策をはじめとする地球規

模課題に関する取り組みは多国間協力が求められる中長期的課題へのコミット

メントとして、それぞれ評価できるのではないだろうか。

　現在進行形の問題であり、慎重な見極めが必要ではあるが、2010年前後を境

に、日本外交の重点は「価値」の体系から「力」の体系をめぐる課題に移った

ように思われる。金正恩体制下で繰り返される北朝鮮のミサイル実験や核開発

問題は予断を許さない状況が続いているが、より根本的な課題は中国の軍事的

台頭への対応への対応であろう。2010年にGDP（国内総生産）で日本を抜いて

世界第2位の経済大国となった中国は、人民解放軍の装備近代化を図ると共に

日本周辺における軍事活動を活発化させている(60)。尖閣諸島では2010年9月の

漁船衝突事件によって緊張が一挙に高まり、さらに12年秋の日本政府による「国

有化」以降は中国公船の領海侵犯は常態化している。また、航空自衛隊による

スクランブル（緊急発進）は近年増加の一途を辿り、2016年には1984年の994

回を上回る過去最多の1168回を記録した。中国機に対する措置は851回と全体
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の4分の3近くを占めている(61)。

　こうした安全保障環境の悪化もあり、民主党政権下でも、2010年12月に防衛

大綱を改訂して「基盤的防衛力」に代わる「動的防衛力」という考えが打ち出

された他、11年12月には武器輸出三原則の緩和、さらに海洋安全保障分野での

積極化が図られた(62)。12年12月に発足した第二次安倍政権の安全保障問題へ

の積極的な取り組みは、民主党政権下で進められた施策の延長という側面もあ

る(63)。

　2015年9月に成立した安保法制（平和安全法制）への賛否が割れただけでな

く議論がかみ合わなかったのは、安全保障環境の悪化を具体的に論じることが

安全保障環境をさらに悪化させるという問題の性質や、集団的自衛権の限定的

行使容認以外の具体的な政策に民主党政権からの継続している部分が少なくな

いため、法案の中身ではなく憲法解釈との関係に焦点が絞られたという事情も

あるだろう。これらに加えて、安保法制に「価値」の体系と「力」の体系の双

方の要素が含まれていることにも理由が求められるのではないだろうか。一方

で賛成派は、「価値」の体系と密接に関係する国際安全保障への参画という側

面を強調しつつ安保法制がもたらすであろう「帰結」を評価する。他方で反対

派は、「力」の体系と関連付ける形で問題点を強調しつつ安保法制を推進する

安倍政権の「意図」を問題視する傾向が強いように思う。

　第二次世界大戦後、日本はまず敗戦国としての戦後処理に取り組むことで国

際社会への復帰を進めた。そして1970年前後からは「利益」の体系に関わる政

策課題に、冷戦終結後は「価値」の体系に関わる政策課題へと重点を移してき

た。そして、2010年前後からは「力」の体系に関わる政策課題への取り組みが

本格化している。重要なことは、新たに浮上した政策課題に対応するために重

点が変わっても、それ以前から取り組んできた課題がなくなるわけではないと

いうことである。それゆえに、国力が相対的に低下しつつあるにもかかわらず、

国際場裏で求められることは増加することになる。定員抑制が続くなかで、例

外的に外務省が増員を続けていることや防衛庁の省昇格、国家安全保障会議創

設といった施策の背景にはこうした事情も存在しているのである。

　これまでのところ、中国の台頭は、「力」の体系以上に「利益」の体系に大

きな影響を与えている。民主主義と自由貿易といった価値に基づく「リベラル

な国際秩序(64)」を支えてきた米国は国内の分極化によって揺らぎ、さらに英

国はEU（ヨーロッパ連合）からの離脱を選択するなど、国際秩序の動揺が指

摘されている。トランプ（Donald Trump）政権発足後、第二次世界大戦後の国
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際秩序を支えた米国の指導力は目に見えて低下している。それは、日本外交の

基軸としての日米同盟の行方を不透明にするものでもある。「力」「利益」「価値」

という三つの体系の釣合いをいかに図るか。目指すべき国際秩序を明確に示し、

地道な努力と取り組みを続けることが、これまで以上に日本外交には求められ

ている。

（しらとり　じゅんいちろう　　立教大学　助教）　
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